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研究成果の概要（和文）：本研究では、無形資産情報の開示を出発点として、従来の財務報告や会計学の範疇を超えた
学際的な観点から今後の企業情報開示のあり方について検討した。その結果、今後の無形資産情報開示は、企業が創造
する経済・社会・環境上の価値と関連づけられたうえで、拡張した広義の資本の循環過程に組み込まれて、統合レポー
ティングのなかで進展していくものと結論づけられた。そして企業は統合レポーティングを漸進的に進めていく過程で
、これまでの経済的価値追求型の企業モデルから脱却し、統合思考にもとづいて戦略や事業を再構築するよう導かれて
いくであろう。

研究成果の概要（英文）：This study discussed about future corporate disclosure of intangible assets from 
interdisciplinary points of view that goes beyond the field of the traditional financial reporting and 
accounting. As a result, this study concluded that the future of intangible assets information disclosure 
will develop among the Integrated Reporting <IR>, associated with the economic, social and environmental 
values created by companies, and incorporated into the circulation process of the extended broader 
concept of capitals. In progressive and challenging ways of <IR>, Companies will be led to reconstruct 
the business strategies and processes by “integrated thinking”, and will gradually break away from the 
economic value-seeking corporate model.

研究分野：財務会計

キーワード： 統合報告　企業情報開示　無形資産

  ２版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
 従来、企業情報開示に関する議論は、主に
会計学（財務会計）の分野で扱われてきてお
り、財務報告書による開示を中心に展開され
てきた。そして周知のとおり、プロダクト生
産型企業をその開示主体とする従来の企業
会計は、期間損益計算を中心的課題として原
価・実現アプローチないし費用・収益観を会
計理論の中心に措定してきたが、現在のファ
イナンス型ないし知識集約型の企業モデル
を開示対象とする企業会計では、市場志向の
企業価値の測定を中心的課題として、資産・
負債アプローチと公正価値による測定が、そ
の理論構造の中心に置き換わろうとしてい
る。 
 近年のこのような会計理論の重点移行は、
企業モデルの変化に対応して会計パラダイ
も変化させることによって、企業の情報開示
を質的に変革していこうとする道程の途上
として捉えることができる。しかしながら、
そもそも、企業活動の結果としての財務情報
を中心とした企業情報開示それ自体が、ステ
ークホルダーの情報ニーズを満足すること
が困難になっているように思われる。すなわ
ち、問題は財務会計の理論の再構築や財務報
告制度の整備においてだけ存在するのでは
なく、それを包括するより広い概念としての
企業情報開示制度の設計にあるのではない
か、ということである。 
 さらに、米国型の資本市場重視型経済に一
定の限界が認識された今日、企業は短期的な
利益よりも長期的な持続可能性を以前にも
増して指向してきている。企業が長期的かつ
持続可能性な競争優位性を保つためには、企
業は社会的責任（CSR）を果たしつつ、イノ
ベーションを連続的に創出する原動力であ
る無形資産（知的資産）を重視した知識集約
型の企業モデルに変化していくことを余議
なくされよう。 
 このように持続可能性と競争優位性の確
保が大きな課題となりつつある今日の企業
においては、財務報告や企業会計のパラダイ
ム・シフトと並行して、開示制度全体のなか
での財務情報と非財務情報のバランスや位
置付けを再検討しなければならない。つまり、
会計学サイドのみから企業情報開示のあり
方を議論するのではなく、企業戦略（経営学）
や制度（社会学）の視点も包摂して企業情報
開示制度を設計していく必要があると考え
る。そのためには、企業が持続可能性戦略と
競争優位性戦略のプロセスを開示できる制
度を模索し、さらにそれが経済社会全体に正
統性を獲得して広く受容されるように制度
設計しならなければならない。 
 そのようななか、近年あらたな企業情報開
示の潮流として、「統合レポーティング
（Integrated Reporting）」の議論が台頭して
きた。統合レポーティングとは、財務報告（書）
とその他の企業報告（書）を統合し、財務情

報と非財務情報を結合させた単一の報告（書）
によって開示しようとするものである。これ
は、2006 年に英国のチャールズ皇太子の提
唱によって発足した A4S（Accounting for 
Sustainability：）を契機として、：2010 年
に 設 立 さ れ た IIRC （ International 
Integrated Reporting Committee）に継承さ
れ、その活動には GRI（Global Reporting 
Initiative）をはじめ世界各国の会計士協会や
民間企業も参加し、世界的に拡大しつつある。 
 
２．研究の目的 
   
 本研究は、企業の社会的価値と経済的価値
を様々なステークホルダーに適時適切に報
告するには、どのような統合レポーティング
の制度設計が最適であるのかについて、会計
学・経営学・社会学等の視点から学際的かつ
総合的に研究するものである。具体的には、
次のような 2つの課題を研究する。 
（1）無形資産情報開示に関する学際的研究 
（2）統合レポーティングの制度およびモデ
ルに関する研究 

 上記２つの研究テーマを設定し、段階的に
研究および調査を進め、統合レポーティング
の可能性とあるべき姿について検討してい
る。 
 
３．研究の方法 
 
 本研究は上記（1）（2）の 2 つ領域に区分
して段階的に進めたが、いずれも文献調査を
中心とした理論研究と事例調査を中心とし
た制度研究を中心に実施した。それらの細目
課題および研究方法は以下のとおりであっ
た。 
 まず（1）無形資産情報開示に関する学際
的研究については、以下の細目課題について
検討した。 
①財務会計分野における無形資産情報開示
の可能性と限界に関する研究（日欧米の会
計基準を中心とした制度・理論研究） 
②レポーティング・アプローチによる無形
資産情報開示の研究（日米欧の企業レポー
ティング・ガイドラインおよび開示事例の
研究） 
③経営学の視点からのビジネス・プロセス
情報開示の理論研究（経営戦略論に立脚し
た企業レポーティングの理論研究） 
 つぎに、（2）統合レポーティングの制度お
よびモデルに関する研究では、以下の細目課
題について分析調査を実施した。 
①統合レポーティング・フレームワークに
関する研究（IIRCフレームワーク公表ま
での制度設計に対するキャッチアップと
その理論背景に関する研究） 
②統合レポーティング・フレームワークに
準拠した事例研究（IIRCのパイロット・
モデル企業に関する事例研究） 
 



４．研究成果 
 
（1）無形資産情報開示に関する学際的研究
の成果 

 
①財務会計分野における可能性と限界につ
いて 
 まず、FASB（米国財務会計審議会）およ
び IASB（国際会計基準審議会）が公表して
いる概念フレームワークに照らして無形資
産のオンバランス化の可能性と限界を検討
した。無形資産は、資産定義のうちの支配の
要件と、経済的便益の高い発生可能性および
信頼できる測定の可能性という 2つの認識規
準に制約を受けるため、無形資産情報開示の
財務報告書における情報開示には一定の限
界があることがあきらかになった。 
 つぎに、無形資産および研究開発支出に関
連する FASB・IASB・ASBJ（財務会計基準
委員会・日本）の個別の会計基準について検
討した。その結果、これら会計基準の底流に
ある「取引アプローチ」対「評価アプローチ」
の観点から、無形資産のオンバランス化につ
いては単一かつ一貫した認識・測定アプロー
チを設定することが困難であることが指摘
でき、ここに無形資産の会計的認識の限界を
確認することできた。一方で、企業結合によ
り取得されたのれんと仕掛研究開発費
（IPR&D）の会計処理を検討した結果、企業
結合によって期待されるシナジーや非コア
のれん要素といった資産性に疑問の残る項
目をのれんが含んでいる場合にも、のれんは
費用処理されずに積極的に資産として当初
認識されていること、そしてコアのれんを生
成する主な要素は無形資産であること等が
指摘でき、若干ながらここにオンバランス化
の拡大傾向をみとめることができた。 
 以上から、無形資産は、とくに測定に関し
て相当の困難性と不確実性を生来的に内包
しているといえ、仮に定量化が可能であると
しても定量化のみが独り歩きしてしまう可
能性があり、さらに、無形資産が企業価値に
結びつく複雑かつ多様な経路は定性的表現
でしか企業外部の者に伝達することができ
ないと結論づけられる。 
 
②レポーティング・アプローチによる無形資
産情報開示について 
 上記のような財務報告による無形資産情
報開示の限界を踏まえたうえで、本細目課題
では、これまでの各国の無形資産情報開示の
ガイドラインと開示事例を調査した。無形資
産情報を財務報告書以外の報告書によって
レポーティングしようとする試みは、北欧諸
国の実務実践を嚆矢として欧米ならびに日
本でも展開されてきたが、その歴史はすでに
20年以上となっている。 

 欧州では、1980 年代終盤のスウェーデン
のスヴェイビー（Karl E. Sveiby）らの提唱
した「見えざる貸借対照表（invisible balance 
sheet」スウェーデンの保険会社であるスカ
ンディア社の知的資本報告書（1994年）、デ
ンマーク貿易産業庁のデンマーク・ガイドラ
イン（2000 年）、MERITUM ガイドライン
（2002 年）などが公表されている。また米
国においても、ジェンキンズ報告書の包括的
事業報告モデル（1994年）EBRフレームワ
ーク（2005 年）が、日本においても、経済
産業省の知的財産報告書ガイドライン（2004
年）や知的資産経営報告書ガイドライン
（2005年）が公表されている。 
 これらのフレームワーク等を分析した結
果、これはいずれも、（ⅰ）非財務指標や定
性的記述による開示を多く取り入れること
（非財務指標および定性的記述による表現）、
（ⅱ）企業経営における個々の無形資産の位
置付けを明確にし、企業業績と無形資産の結
びつきをあきらかにすること（コンテクスト
の描写）、（ⅲ）個々の無形資産の相互関連性
を明確にし、相互関連して効果を発現する実
態をあきらかにすること（価値創出の動態の
描写）、（ⅳ）個々の無形資産の蓄積状況と、
それが使用によって価値を逓増していくプ
ロセスを開示すること（無形資産創出の動態
の描写）、という視点から設計されたもので
あると分析することができた。 
 
③経営学の視点からのビジネス・プロセス情
報開示について 
 無形資産情報開示については、開示方法の
技術的問題だけではなく、社会的コンテクス
トにおける企業像の変化を検討する必要が
あろう。すなわち、現在の企業は、どのよう
な価値を社会に提供する装置であり、そのた
めにはどのような活動がおこなわれるべき
なのかといった、経営戦略論の視点も内包し
た無形資産情報開示の理論を構築する必要
がある。 
 そこでまず本細目課題では、無形資産ない
し企業知識に焦点をあてた企業理論のうち
広く支持されてきた理論として、野中郁次郎
らの「知識創造企業理論」をとりあげ、無形
資産情報開示の具備すべき要件について検
討した。 
 知識創造企業理論は、企業が資源と外部環
境との相互作用（資源と環境の綜合）のなか
で戦略と新たな資源を創造していく、ダイナ
ミックな弁証法的プロセスに注目した理論
である。それは、組織的知識創造こそが企業
のイノベーションを連続的・斬進的かつスパ
イラルに生み出すための最大要因であると
考え、新しい知を創り出す主体として動的に
企業を捉え、さらに企業活動の主観的側面を



考慮した理論である。つまり、この理論は、
企業の動的な知識創出プロセスに焦点をあ
てて、「企業価値創造 ― 持続的イノベーショ
ン ― 知識創造」という一連のプロセスの視
点によって企業経営を理論的に解明しよう
とするものである。 
 このような企業像ないし経営戦略の理論
から、無形資産レポーティングは（ⅰ）企業
価値創造プロセスを企業知識の視点から捉
え、（ⅱ）企業の知的資産を把握して重要な
無形資産を識別し、（ⅲ）企業ビジョンと無
形資産（および知識創出プロセス）の関係を
説明し、（ⅳ）無形資産を創出するプロセス
を可視化する、といった要件を備えるべきで
あると指摘できた。 
 知識創造企業理論が知的無形資産の創造
プロセスからアプローチした経営理論であ
ったのに対し、近年では企業のアウトプット
価値からアプローチした新たな企業モデル
が提唱されている。たとえばポーター
（Michael E. Porter）やカンター（Rosabeth 
M. Kanter）は、株主価値の最大化を一義的
目標とした企業モデルを否定し、企業は経済
的価値だけでなく社会的価値を創造すべき
であると主張している。このような企業モデ
ルと無形資産情報開示の関係は、どのように
考察できるのかについて検討した。 
 リーマンショック以降に顕在化した株主
資本主義の反省から、高いパフォーマンスだ
けでなく持続可能性を備えた企業となるに
は、企業の目的を経済的価値の創出だけでは
なく社会的価値の創造にも置くべきである、
とポーターは主張している。そこでは、企業
は株主の所有物であると同時に社会的機関
として捉えられ、企業の従業員や消費者や取
引先等は単に利益獲得のための手段ではな
く、彼らのニーズを満足すること自体が企業
の目的であるとされる。 
 そしてポーターは、企業は社会問題に対す
るアプローチを CSR から CSV（Creating 
Shared Value）へと変化させるべきである、
と提言している。ここで、「共有価値（Shared 
Value）」とは、企業の競争力を高めると同時
に、企業が活動を行う経済的・社会的な諸状
況を進歩させる方針や実践であり、共有価値
の創造においては、社会的進歩と経済的進歩
の結合性（connection）をあきらかにして拡
大することに焦点が置かれる。つまり、｢共
有（shared）｣とは企業とステークホルダー
の間の共有を意味し、｢共有価値｣を創造する
ビジネスモデルとは、企業が社会的価値を創
造することによって経済的価値も創造でき
るような好循環が形成されたビジネスモデ
ルをいう。彼によると、｢共有価値｣概念は資
本主義の境界線を引き直すものであり、企業
が成功すれば社会が改善されるように双方

を結び付けることで、新たなニーズに応え、
効率を改善し、差別化を生み出し、そして市
場を拡大する道筋がいくつも見えてくるの
である。 
 また、カンターは、企業は経済の論理によ
って自身を利益獲得のための経済的機関と
して定義づけるのではなく、「制度の論理」
（“institutional logic”）によってステークホ
ルダーのニーズを満足するための社会的機
関として自らを再定義することによって、は
じめて持続可能性を維持できるであろうと
考える。 
 そして彼女は、企業が「制度の論理」を用
いて優位性を確保してリーダーシップと企
業行動を劇的に変化させるには、共通目的
(Common Purpose)・長期的視点(Long-Term 
Focus)・感情あるエンゲージメント
(Emotional Engagement)・公的組織との連
携(Partnering with the Public)・イノベーシ
ョ ン (Innovation) ・ 自 己 組 織 化
(Self-Organization)の 6つが必要であると主
張している。 
 以上のような新たな企業モデルのもと、実
際に企業の経営思考が経済的利益から社会
的価値を重視するものに変化してきている
のであれば、企業のディスクロージャーも、
そのような経営思考と戦略、マネジメントプ
ロセス、およびその結果としての経済的・社
会的パフォーマンスを、ステークホルダーが
理解できるように制度を設計していかなけ
ればならない。そして、このような共有価値
創造企業を想定した企業レポーティング制
度を設計しているのが IIRCである。IIRCが
公表した統合レポーティング・フレームワー
クは共有価値創造企業モデルを前提として
おり、企業の重要な価値創出ドライバーたる
無形資産も統合レポーティングのなかで情
報開示を拡充していくというのが学際的潮
流である。 
 
（2）統合レポーティングの制度およびモデ
ルに関する研究に関する成果 

 
①統合レポーティング・フレームワークに関
する研究について 
 本細目課題では、IIRC が統合レポーティ
ング・フレームワークを公表するまでに検討
したディスカッションペーパーやコンサル
テーションドラフト等の分析し、フレームワ
ークの理論背景および基礎概念について研
究した。 
 IIRCは、2013年 4月に統合レポーティン
グ・フレームワークのコンサルテーションド
ラフトを公表した。これは、2011 年 9 月に
公表したディスカッションペーパーに対す
るパブリックコメント、および 2011年 10月



から実施しているパイロット・プログラムか
ら得られた意見や知見を反映した草案であ
った。また IIRC は、フレームワークを理解
するうえでの重要な概念の解説のために、コ
ンサルテーションドラフトの公表と前後し
て、2013 年 3 月に｢資本（capitals）｣、「ビ
ジネスモデル（business model）」、および「重
要性（materiality）」、同年 7 月には「価値
創造（value creation）」および「結合性
（connectivity）」と題したバックグラウン
ド・ペーパーを公表した。これらの資料を分
析・検討した結果、IIRC がフレームワーク
には、以下のような理論的背景と基礎概念が
あることがあきらかになった。 
 まず、IIRC フレームワークの重要な特徴
として、資本概念の拡大が指摘できる。IIRC
によると、現在の財務報告のような財務資本
と製造資本に限定した資本概念のもとでは、
企業は短期的利益を獲得することはできて
も中長期的持続可能性を確保することは困
難であり、企業は自身が利用する資本を幅広
くとらえ、さらに自社の活動が影響を及ぼす
資本についても幅広い視点からとらえ直す
必要がある。 
 そして IIRC フレームワークには、企業の
ビジネスモデルには企業内部に存在する資
本だけではなく企業外部（社会や自然環境）
に存在する資本もインプットされていると
いう視点、企業が中長期的に持続可能である
ためにはアウトプット（産出物）だけでなく
アウトカム（インパクト）をも考慮しなけれ
ばならないという視点、そして、アウトカム
は企業の内部と外部で共有されるという視
点、さらにアウトカムによって影響を受けた
資本はふたたびビジネスモデルにインプッ
トされるという視点が、その理論的基礎をな
すものとして存在することが指摘できる。 
 このような視点から企業をとらえると、企
業は経済的・社会的・環境的な価値創出装置
であり、そして価値のストックたる資本概念
は拡張されるのである。そして企業は、拡張
した資本概念を理解して対応していくので
あれば、統合思考による企業経営をおこなう
ようになるであろう。このように IIRC の一
連の活動は、統合思考による企業経営をフレ
ームワークの完成と普及によって啓蒙推進
することを意図して設定されていることが
確認できた。 
 
②統合レポーティング・フレームワークに準
拠した事例研究について 
 IIRC がフレームワーク公表前に 3 年間実
施したパイロット・プログラムには、世界 20
カ国以上から合計 100社以上が参加した。こ
れらパイロット・プログラム参加企業が公表
した統合レポートの事例を調査したところ、

IIRC やコンサルティング・ファームから好
事例として評価されている企業でさえ、統合
レポーティング書の作成に苦心している実
態が観察された。 
 パイロット・プログラムの開始当初より参
加していた企業であっても、新規に「統合レ
ポート」という名称で独立した報告書を作成
した企業は少数派であり、むしろすでに作成
していた年次報告書（Annual Report）、サス
ティナビリティ報告書、および CSR 報告書
等を改良ないし合体させ、従来の報告書の名
称のまま公表している企業が多数派であっ
た。 
 またパイロット・プログラムに参加してい
る企業間においてさえ、報告書の体系や IIRC
フレームワークに対する準拠度合いは一定
していないのが現状であり、これはフレーム
ワークが原則主義を採用した高度に理念的
なものであることに起因していた。とくに、
フレームワークは広範な資本とアウトカム
までをも考慮に入れたビジネスモデルを基
礎概念として開示を要求しているが、これら
は企業にとって、理論的には理解できたとし
ても実際に報告書を作成するにあたって非
常な困難を伴うものであろう。たとえば、ベ
スト・プラクティスの一つと評価されている
Sasol社の事例でさえ、「資本」、「ビジネスモ
デル」、および「価値創造」について説明が
充分になされているとはいえず、現在のとこ
ろ、IIRC がフレームワークで提示する理念
型と実務実践との間に大きなギャップが存
在することがあきらかになった。 
  
（3）本研究の結論と課題 
 
 本研究では、無形資産情報の開示を出発点
として、従来の財務報告や会計学の範疇を超
えた学際的な観点から今後の企業情報開示
のあり方について検討してきた。その結果、
今後の無形資産情報開示は、企業が創造する
経済・社会・環境上の価値と関連づけられた
うえで、拡張した広義の資本の循環過程に組
み込まれて、統合レポーティングのなかで進
展していくものと結論づけられる。 
 そして企業は統合レポーティングを漸進
的に進めていく過程で、これまでの経済的価
値追求型の企業モデルから脱却し、統合思考
にもとづいて戦略や事業を再構築するよう
導かれていくであろう。ここにこそ、企業が
統合レポーティングに取り組むことの本質
的な意義がある。今後の課題としては、IIRC
フレームワークの理念型に照らしたベス
ト・プラクティスを今後さらに蓄積していく
とともに、そのエッセンスを広く企業に紹介
しながら統合レポーティングの啓蒙普及活
動を推進し、さらに、それらをフレームワー
クの改訂にフィードバックしていく必要が
あろう。 
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